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要約 
 近年世界的に雇用的個人請負業主の増加が著しい。しかし我が国においては、既存の社

会保障制度によるセーフティネットの提供が不十分である。そこで本稿では、この課題を

解決して、政府の推奨する「多様な働き方」を本質的に保障し、誰もが安心して働ける社

会の実現に寄与することを目的とする。 

 まず、現状分析として、いまだその法的地位や統一的な呼称が確立されていない雇用的

個人請負業主の定義を確認した上で、近年日本においてその数が増加傾向にあることを確

認する。そしてこの「個人請負業主」に該当する者の属性について、契約関係、参入理由、

業種など様々な分類による把握を目指す。その上で、近年の雇用的個人請負業主の増加の

要因を、企業によるコスト削減動機などの労働需要的側面、高齢者や女性などによる柔軟

な働き方の志向などの労働供給的側面、さらにギグエコノミーなどの新しい労働形態の発

達という３点に求める。 

 次に、これらの現状を踏まえ、雇用的個人請負業主が直面する課題を明確にする。まず、

社会保障制度の観点から、各種社会保障の適用を検討するにあたり、労働法規上の「労働

者」とみなされるか否かが焦点であるとした上で、現状の法解釈のもとでは雇用的個人請

負業主は「労働者」ではないとされ、雇用関係を前提とする社会保険制度の法規定が適用

されない点が指摘される。さらに、各種社会保険制度のみならず、雇用的個人請負業主に

は労働基準法や最低賃金法などの法適用がない点も指摘される。 

 また、諸外国においても近年雇用的個人請負業主が増加傾向にあることを確認した上で、

雇用的個人請負業主に関する法的措置や新しい社会保障・セーフティネットを構築する動

きがあることを紹介する。 

 以上を踏まえ、雇用的個人請負業主の抱える問題点を解決すべく、政府による社会保険

制度の構築を検討する。現行制度の問題点は労災保険や雇用保険の欠如、最低賃金法の不

適用であるが、本稿ではとりわけ労災保険、雇用保険適用の是非について、まず計量分析

の結果を踏まえた上で議論を展開する。ここでは、雇用的個人請負業主に対しどのような

保障の必要性が高いのか、社会保険の種類、および社会保険料の負担者が問題となる。先

行研究では、雇用的個人請負業主の参入要因分析は行われているものの、パネルデータで

の分析や社会保険制度の導入の是非を視野に入れたものは存在しない。 

そのため、本稿では第一に、クロスセクションデータを用い参入要因分析を行った先行

研究を参考として、パネルデータを用いて高齢者、若年・中高年労働者といった年齢層、

男性、女性といった性別で分けて誘導型多項ロジットモデルを用いた個人請負参入要因分

析を行った。ここで、個人請負に高スキル人材ほど参入しているとする仮説①と低スキル

人材が不本意に参入しているとする仮説②を立て、これまでの就業経験や学歴、貯蓄額、

完全失業率の影響等について分析した結果、年齢層・性別を問わず仮説②が採択された。

この結果、社会保険制度の内容として、個人請負が企業との間で弱い立場に置かれると考

えられることから、労災・失業リスクを政府として補償する必要性、若年の個人請負への

社会保障政策を充実させ、その中でスキルアップの機会を提供し、より安定した就業状態

への移行を促す必要性が認められた。 

 第二に、企業側の社会保険料負担の是非を検討するため、仮に企業が個人請負に対する

社会保険料負担を強いられたことで個人請負の賃金率を低下させた場合に個人請負を選択

する労働供給側(55 歳以上男性)がどのような行動変容を選択するか、条件付きロジットモ
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デルを用い分析を行った。この結果、賃金率の下落幅を 15％下落させたとすると個人請負

から 6.5%が離脱し、次の就業状態としては、自営業や非就業を選択する者が多いことが分

かった。第一の分析結果と合わせて検討すると、企業側に社会保険料負担を求めた場合、

個人請負の方が弱い立場にあると考えられるため、賃金率の大幅な低下を招き、結果とし

てより不安定な状態を選択するという悪循環が発生することが考えられる。 

 第三に、個人請負に対し社会保険料負担を課すことが現状の個人請負の社会保険料の負

担からして妥当といえるのか、妥当である場合どの程度の負担に耐えることができるのか

を検討するため、現状の個人請負の社会保険料負担の推定を世帯収入と社会保険料負担額

を求めることで行った。サンプル全体の等価世帯可処分所得から 10 分位に分け、就業状態

別に社会保険料負担を分析した結果、自営業や正規雇用の負担に比べ個人請負の社会保険

料負担は低く、負担の余地は残されていることが分かった。 

 以上の結果を踏まえ、政策提言として、第一に個人請負を対象とする社会保険制度の創

設を掲げる。具体的な制度の内容としては、労働保険の中でも最も重要と考えられる、現

行の労災保険のうちの業務災害に関する保険給付と雇用保険のうちの求職者給付を行う最

低限の保険制度をまず導入し、徐々に給付対象を拡大させ社会保険料負担額を見直してい

くことで、制度をニーズに応じて柔軟に変更できるものとする。社会保険料負担は個人請

負に対してのみ求め、労働保険と同様、国庫金からも支出することで財源の不足分を賄う。

しかし、本提言にあたり、実態としては雇用されているにも関わらず、企業が社会保険料

や最低賃金の保障といった負担から免れるために個人請負として契約を結んでいる労働者

については被用者と同様に社会保険の適用可否を判断すべきである。ただ、労基法・労契

法において労働者性の判断基準とされる使用従属性による基準は要件が複雑となっており、

現状として企業が正確に労働者性の判断を行うことが難しくなっているため、本提言に付

随する提言として労働者性の簡易的な判断基準の策定と本判断基準の企業に対する周知を

求める。以上により個人請負に対する労災・失業への補償と予防が図られる。 

そして社会保険制度の構築と同時に、就業中にトラブルに巻き込まれる可能性も高いこ

とから就業中における対応も充実させることで、社会保険制度創設による個人請負という

就業状態からの離脱を余儀無くされた場合の補償のみならず、総合的なセーフティネット

の構築が可能となる。このことから、第二に個人請負に対する一元的な相談窓口の設置を

提言する。 

これらの施策により個人請負に対して安心して参入し、業務遂行をすることが可能とな

る。その結果として、本稿のビジョンである「多様な働き方の真の実現」が達成され、非

就業である者の参入、個人請負の業務遂行が促進されることで、労働生産性の向上にも寄

与すると考えられる。 
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第 1 章 現状分析・問題意識 

第１節 雇用的個人請負業主の定義と分類 

第１項 雇用的個人請負業主の定義 

雇用的個人請負業主とは、企業に雇用されるのではなく個人事業主として企業や個人と

業務委託契約を行う労働者のことである。雇用的個人請負業主は、フリーランスやギグワ

ーカーなどさまざまな呼称で呼ばれているが、就業形態の定義においては「自営業者」に

含まれる(図 1 参照)。雇用的個人請負業主は、就業構造基本調査や国勢調査など政府統計

では「雇人のない業主」として集計され、「雇人のない業主」から「伝統的自営業主」の

人数を引いた形で把握が可能である。雇用的個人請負業主のみを対象とした政府統計は存

在せず、定義や集計方法によって大きなバラツキが生じるため日本全国の総数把握は難し

いとされるが内閣府(2019)によれば近年雇用的個人請負業主は増加傾向にある(図２参照)。 

 

図 1 就業形態の定義 

 
(周燕飛(2006a)「個人請負の労働実態と就業選択の決定要因」より筆者作成) 
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図 2 自営業主(雇人なし)の数及び構成比の推移 

 
(内閣府(2019)「政策課題分析シリ-ズ 17 日本のフリーランスについて ―その規模や特

徴、競業避止義務の状況や影響の分析―」より筆者作成) 

 

雇用的個人請負業主は、先に述べた通り政府統計では「雇人のない業主」から「伝統的

自営業主」を引いた形で把握されるが、その定義は難しく日本の個人請負の研究蓄積にお

いても定義は定まっていない。例えば、村田(2004)は「自営業主から商店経営者や弁護士

などを除き、雇人がいない１人で事業を行う自営業主で、フリーランサー、インディペン

デント・コントラクター、業務委託員と呼称されている者」と定義し、山田(2015)は雇用

的個人請負業主を「伝統的自営業、士業等以外の労働者で新しい独立契約者も含む」と定

義しており、周(2010)は「雇い主のいない就業者」(除く会社役員、家族従業者、人を雇

っている自営業主)という定義に「仕事のやり方について，誰からも指示を受けない」、

「仕事の始業・就業時刻は，主に自分自身で決める」という条件を追加しサンプル数を絞

っている2。 

後述するように、建設業や製造業など「雇人のない業主」に分類される伝統的自営業にお

いて近年「偽装請負」などの問題が生じており、これらの業主に従事する労働者は、農林

漁業などの伝統的自営業主とは異なり、近年増加傾向にある雇用的個人請負業主に近い性

格を帯びている。それ故、今回の論文においては山田(2015)の定義を踏まえつつ、製造業、

建築業に属する労働者をすべて含んだ上で雇用的個人請負業主(以下、個人請負と表記)を

定義する。また、今回個人請負を「本業」とする労働者を分析対象とし、「副業」とする

 
2 山田(2015)は「伝統的自営業」…商店主、飲食店主、不動産仲介、農林漁業、製造、タクシー、大工、

理美容師、旅館主、不動産管理人。「士業等」…医師、薬剤師、法務従事者、会計士・税理士のほか、宗

教家、著述家、画家・芸術家・音楽家、スポーツ家の伝統的 独立契約者を含む。と定義し、建設・採掘

従事者(除く大工)や建築技術者を雇用的自営業に含んでいる。村田(2004)は製造業、建設業に属する労働

者を全て含んでいるという点で定義が異なる。 
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労働者は含めないこととする。 

第２項  個人請負の属性分類 

 個人請負は、労働者間で多様性があり政策議論を行う上では、労働者の属性を分類する

ことが重要である。3まず個人請負は契約関係で分類することができる(坂 他, 2018・図

３参照）。個人請負には企業と契約を結ぶ労働者と個人と契約を結ぶ労働者が存在する。 

図 3 個人請負の契約関係による分類 

 

        

 

 

 

（坂幸夫・前田清一(2018）「”個人請負”の現在と今後」より筆者作成) 

  

また、坂(2018)の「個人請負」の分類を参考にすると個人請負は、積極的な参入か消極

的な参入かという軸と、新形態と旧形態という軸に分けることが出来る。新形態とは近年

の労働市場の変化等に対応した労働者の参入を指し、旧形態とは定年退職など旧制度を背

景とした労働者の参入を指す（図４参照）。 

        図 4 個人請負の形態と参入理由による分類 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（坂幸夫・前田清一(2018）「”個人請負”の現在と今後」より筆者作成) 

 
3 厳密には、個人請負は労働者には該当しないが議論の都合上労働者と記す。 
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 また、個人請負の労働者は主に頭脳労働と肉体労働を行う者に大別される。頭脳労働者

の例としては IT等の技術者が挙げられ、肉体労働者の例としては建築業の一人親方、ウ

ーバーイーツなどのギグワーカーが挙げられる。 

 

第２節 雇用的個人請負業主の増加要因 
 

第１節の第２項で述べたように、近年個人請負は増加しているが、その背景には様々な

要因が考えられる。本節では、まず労働需要、労働供給の二つの側面に分けて論じ、最後

に近年の動向としてギグエコノミーの発達を論じることとする4。 

第１項 労働需要の側面 

個人請負が増加する要因として、まず企業が個人請負労働者を需要する背景を論じる。

周(2006b)では、企業が個人請負を雇う理由として「コストの削減｣、「生産変動への対

応」、「外部人材の活用」を挙げている。「コスト削減」については、個人請負を雇う場

合、個人請負が「自営業者」であるため、労働基準法、労災保険法などの労働法の適用対

象外となり社会保険料や法定福利厚生費の負担を免れることができるという意味で, 直接

的にコストの削減が可能であるという点が指摘されており、「生産変動への対応」につい

ては、解雇コストなどのリスクを伴わず、業務量の変動に合わせた柔軟な労働者数の調整

が可能であること、「外部人材の活用」については専門的なスキルの活用が指摘されてい

る。実際に周(2006b)では企業データを用いて OLS による計量分析を行い、「コストの削

減」が支持されると結論付けている。なお周(2006b)では、個人請負の活用動機は専門人

材の働き方の多様化によるものというよりも、平成不況後進んでいる「正規労働者から非

正規労働者へ」という大きな構造的変化の中に位置づけられると結論付けている。 

酒井(2020)でも指摘されるように、近年、財政逼迫を背景に企業の社会保険料負担は増

加傾向にあり、労働費用に対する法的福利費の上昇が見られる(図５参照)。周(2006b)の

分析に照らせば、法定福利費の上昇は、個人請負に対する需要増加の一要因になりうるだ

ろう。 

 

 
4なお第１節第１項で述べたように、日本の個人請負の研究の蓄積は少なく論文ごとに定義が異なり、扱

っているデータも限定的である点には注意が必要である。 
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図 5 法定福利費の労働者費用総額に占める割合(常用労働者 1 人あたり) 

 
(酒井正(2020)「日本のセーフティーネット格差：労働市場の変容と社会保険」より

筆者作成) 

第２項 労働供給の側面 

労働供給の側面として、個人請負に参入する労働者側の要因について述べる。まず、個

人請負に参入する労働者が能動的な参入か不本意な参入かという側面から論じる。佐野他

(2012)によれば、個人請負労働者の就業像は「ポートフォリオ労働者」と「周縁化された

労働者」に大別することが出来る。「ポートフォリオ労働者」とは、高学歴で高いスキル

を持ち合わせ、複数の組織から仕事を請け負う労働者を指す。佐野他(2012)ではこうした

「ポートフォリオ労働者」が増加した背景として、雇用の不安定さが増し昇進機会が減少

したことで相対的に自営業者の魅力が増したこと、ワークライフバランスの重視、自律的

な価値観の広がりを指摘している。一方、「周縁化された労働者」とは不本意に個人請負

に参入した労働者を指す。佐野他(2012)では、女性が個人請負を選ぶ理由として企業にお

いて女性の昇進機会が制限されていることや、家事や育児の両立が指摘されている。ま

た、江口(2020)は今後日本の高齢化が進展することで、介護離職などの問題が深刻化しフ

リーワーカーが増えるのではないかと指摘している。 
次に、個人請負に参入する労働者の属性に着目する。以下では高齢者の参入、女性の参

入について定性的な議論をまとめることとする。 

１．高齢者の参入 

高齢者の個人請負参入増加の要因として、2006 年をはじめとした、高年齢者雇用安定法

の改正が挙げられる。2006 年、2013 年の法改正により企業に正社員の定年年齢の引上

げ、廃止、または 65歳までの継続雇用が義務付けられた。こうした正社員労働者の雇用

コストの増大は、個人請負の需要を高めた可能性がある。また、2020 年の法改正には 70
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歳までの正社員雇用の努力義務が課せられ、労使で合意したうえでの雇用以外の措置とし

て継続的な委託契約の選択肢が加えられた。継続的な委託契約の選択肢が加わったこと

で、法律が施行される 2021 年 4 月以降高齢者のフリーランスが増加する可能性が高い。

2020 年の法改正の際には高齢者が労災に遭いやすいことや偽装請負が増加する可能性など

が指摘された。 
一方、個人請負の仕事の柔軟性は高齢者にとって魅力的であり、高スキルを生かして個

人請負に参入する高齢者が増えるという可能性も考えられる。 

２．女性の参入 

高い専門技術を持つ子育て中の女性は、労働時間の調整がしやすい上に専門性の発揮で

きる「個人請負」に期待する面が大きいことが理由としてあげられる。女性は家庭・育児

と仕事の両立という目的で個人請負に参入している可能性が挙げられる(周,2004)。 

第３項 ギグエコノミーの発達 

ギグエコノミーとは、インターネットを通して単発での仕事を請け負う働き方を前提と

して成立するビジネスや市場を指す。ギグワーカーはアプリなどを通じてネット経由で企

業や個人から単発の仕事を請け負う形態である。仕事量を自分の裁量で選択できる事や参

入障壁の低さから若年層を中心に増加している働き方である。ギグワーカーが広がる背景

として、ワークスタイルの多様化、シェアリングエコノミーやギグエコノミー等のプラッ

トフォームの増加、企業の人手不足等を挙げることが出来る。 

 

第３節 社会保障法から見た雇用的個人請負 

第1項 労働法における「労働者」の定義 

まず個人請負に対する各種社会保険制度の適用を検討するにあたり、労働法規の適用労

働者が問題となる。「労働者」という概念は等しく用いられているが、法律によってそれ

が意味するところが異なっており、労働基準法では「職業の種類を問わず、事業又は事務

所……に使用される者で、賃金を支払われる者」(9 条)、労働契約法では「使用者に使用

されて労働し、賃金を支払われる者」(2条 1項)、労働組合法では「職業の種類を問わず、

賃金、給料その他これに準ずる収入によつて生活する者」(3 条)と定義されている。この

違いは各法規の労働者保護目的と規制手法が異なるために生じている。 

労基法及び労契法上の「労働者」は同一概念として扱われており、該当するかどうかの

判断基準は使用従属性の基準による(判例・通説)。この基準によれば、基本的判断要素と

して、第一に、指揮命令監督下の労働の有無を挙げ、具体的判断としては、①仕事の依頼、

業務従事の指示等に対する諾否の自由の有無、②業務遂行上の指揮監督の有無、③勤務場

所・時間の拘束性の有無、④労務の代替性の有無を判断する。第二に、報酬の労務対償性

を挙げ、具体的判断としては、労働の結果による格差が小さいこと、欠勤控除があること、

残業手当の支給があること等の事情を、使用従属性を補強する要素とする。労働性を補強

する要素としては、①事業性の有無、②専属性の程度等が指摘されている(厚生労働

省,1985)。原則として個人請負は基本的判断要素について、仕事の許諾の自由があり、時

間的拘束性や場所的拘束性がなく、業務の遂行過程で指揮監督を受けないため、要件を充
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たさないとされる。これにより法による保護は不要とされ、契約法の一般原則が適用され

ることとなる。 

労組法上の労働者性については、組織的従属性説が用いられている(判例・通説)。この

説によれば、①事業組織への組み入れ、②契約内容の一方的・定型的決定、③報酬の労働

対価性を基本判断要素とし、④業務の依頼に応ずべき関係、⑤広い意味での指揮監督下で

の労務提供、一定の時間的場所的拘束を補充的判断要素とするとともに、⑥顕著な事業性

を消極的判断要素としている(厚生労働省,2011)。したがって労組法における労働者概念

の方が広く、実質的には事業組織に組み込まれている個人請負であれば適用されることと

なる。 

労基法における労働者性の見直しについては政策課題となっており、『「雇用類似の働

き方に係る論点整理等に関する検討会」中間整理』(厚生労働省,2019)によれば、「請負

契約等と称していても、発注者との関係において実質的には指揮命令を受けて仕事に従事

し、その対償として報酬を得ることにより労働基準法上の労働者性が認められる場合には、

労働基準法上の労働者として、個別的労働関係法令の対象となることは当然」とし、「客

観的に労働者性が認められず、自営業者である者のうちでも、労働者と類似した働き方を

する者については労働政策上の保護を検討」することを基本的な考え方としている。その

上で、現在の労働者性が認められない者について、「①労働者性を拡張して保護を及ぼす

方法、②自営業者のうち保護が必要な対象者を、労働者と自営業者との間の中間的な概念

として定義し、労働関係法令の一部を適用する方法、③労働者性を広げるのではなく、自

営業者のうち一定の保護が必要な人に、保護の内容を考慮して別途必要な措置を講じる方

法」から労働政策上の保護のあり方を検討することとしている。保護の対象となる者を絞

る要件については検討課題とされているが、ICT 技術の発達により場所と時間を共有する

ことなく分業と協業が可能となり、労務の性質によっては使用の指揮命令がなくてもなし

うることを鑑みると、指揮命令の人的従属性や時間と場所の拘束を前提とする使用従属性

を基軸とする労働者性判断を見直すべきとの指摘が学説上なされている。この説では、い

ずれの労働法規における労働者も持つ通有的性格として「他者に自ら労務提供してその対

価をもって生活する者」を労働者と定義し、この基底的労働者概念を踏まえて各労働法規

の適用労働者を把握することとしている。個人請負の労働法的保護については、事業者性

が顕著でなく専属的あるいは継続的に労務を提供し、労務提供先の企業システムに包摂さ

れている場合は労基法が、特定企業への専属性も継続性もない非包摂型の就業者であって

も事業者性が顕著でなければ労契法が適用されることとなる。労組法は「他者に自ら労務

提供しその対価をもって生活する者」で「生活を維持改善するための団結行為が競争法に

抵触しない者」に適用されるから、事業者性の強弱にはよらず団結行為が独禁法の禁止す

る競争制限に当たるかによって判断される(毛塚,2019)。したがって、雇用によらない働

き方であっても事業者性が顕著でなく、特定企業に対し労務提供を行う者に対しては労基

法にいう労働者性が認められ、契約保護、賃金保護、時間保護、就業保護が及ぶこととな

る。 

第２項 雇用的個人請負業主に対する現状の社会保障制度 

前述のように個人請負への労働法解釈の議論は活発になっているものの、現行の解釈の

下では、個人請負には雇用関係を前提とする社会保険制度の法規定は適用されない。雇用

関係を前提とする社会保険制度の法規定とは、「使用される」者のみが対象とされる医
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療・年金の分野における、いわゆる被用者保険(健康保険法 3 条、厚生年金保険法 9 条等)

と、労働保険(雇用保険及び労災保険)である(図６参照)。 

 

図 6 労働者と個人請負の社会保険制度の相違 

 
（筆者作成） 

 

まず被用者保険については、非被用者保険(国民健康保険法、国民年金法等)と比較する

と、雇用関係からの離脱時に従前の所得水準を維持する性格を持つ給付(健保 99 条(傷病手

当金)・102 条(出産手当金)、厚年 43 条等)や、被扶養者ないし被保険者により生計を維持

されていた遺族への給付(健保 110条 1項、厚年 58 条)が存在する。また使用者の保険料拠

出義務の有無(健保 161 条 1 項、厚年 82条 1 項)についても相違がある。このような相違が

あるのは、労働者について疾病や老齢のリスクと労働条件が密接に関わるためである。こ

こから、健保法・厚年法における「使用される」者とは、労働基準法における労働者概念

(労基 9 条)と一致すると考えられている。ただし実務では、被用者性の判断を、雇用契約

にとらわれず柔軟に判断する傾向がみられる。例えば、運送事業等において請負関係にあ

っても事実上の使用関係があれば個人事業主に被保険者性を認める扱いが行われている。

しかし裁判例では、委任・請負契約を前提とする業務委託は原則として被用者保険の対象

とはならないとするものが散見されることから、行政規則や裁判例において被用者性の定

義が必ずしも明確に示されているとはいえない(笠木,2019)。 

次に労働保険については、その対象者は一般的に労基法 9 条の労働者に一致するとされ

る。使用者が無過失責任であっても労働者が補償を受け取れるようにするため労働基準法

により使用者に災害補償の義務が課されているが、使用者に支払い能力がない場合も労働

者が補償を受け取れるようにした制度が労災保険であり、労働者にとって最大のリスクで

ある失業時の所得保障と再就職支援により失業者の生活支援を行う制度が雇用保険である

から、使用関係が前提となっている。この立場によれば、実質的には企業組織に組み入れ

ているような経済的従属性の高い準労働者も含め、労基法上の労働者としての保護を受け

られない被雇用労働者については、労働保険の適用がないこととなる。労災保険には特別

加入制度(労働者災害補償保険法 33条以下)があり、労基法上の労働者に該当しない者に対

して労災保険への任意加入が認められているが、対象は中小事業主・一人親方・特定作業

従事者・海外派遣者等に対象が限られている。雇用保険の被保険者や受給者以外が対象と

なる求職者支援制度が雇用保険の教育訓練給付に代わる制度として設けられているが、世
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帯への収入・資産要件が厳しいことから実際に利用できる人は限られるとの指摘もある。

また現行の雇用保険制度には、育児休業給付金(雇用保険法 61条の 4・附則 12条)や介護休

業給付金(雇保 61条の 6・附則 12 条の 2)のように必ずしも失業というリスクに関係すると

はいえない給付も含まれている。 

もっとも、労働保険・被用者保険の趣旨からすれば、これらの社会保険が個人請負に適

用されないことは当然の帰結といえる。だがその結果として、雇い主としては保険料や賃

金を抑え、また労働法規の義務からの解放を求めて、実際に雇用関係にあるにも関わらず

業務委託契約を行う、いわゆる偽装請負が問題となっているという事実もある。そして現

代の社会保障法体系は、憲法 25条が保障する生存権の考え方を基礎として、資産及び生産

手段を有する自営業者、資産を持たない労働者という伝統的な区分を克服し、全国民の生

活保障、より根源的には個人の自立支援を目的としたものである(菊池,2018)。雇用労働

者と非雇用労働者との区別は社会保障法体系の中では相対化されており、近年では、自営

業世帯が貧困に陥りやすいことや自営業者として勤務した者が高齢期に低年金に陥りやす

いことが実証研究により判明しているため、社会保障体系において労働者という地位が依

然として有すべき特殊性に焦点を当てる必要があると考えられている(丸山他, 2012;笠

木,2019)。 

第３項 労働基準法・最低賃金法と雇用的個人請負業主 

前述の通り、個人請負は労働基準法が適用されないため、最低賃金法の適用も受けない。

本項では具体的に最低賃金法が適用されない場合、どのような不利益を被るのかを検討す

る。これについては、最低限の収入が担保されないという点が挙げられる。被雇用者であ

れば、最低賃金法によって、国が定めた賃金の最低額以上は支払われるが個人請負にはそ

れが適用されない。その為、時給換算をすると最低賃金を下回るといった事も十分に考え

られる。実際にフリーランス実態調査(内閣官房日本経済再生総合事務局,2020)によると

フリーランスとして働く上での一番の障壁は収入が少ない・安定しないという点であり

(図７参照)、最低賃金法の不適用が個人請負の収入不安定の一要因となっている可能性が

指摘できる。 

  

図 7 フリーランスとして働く上での障壁 

 
(内閣官房日本経済再生総合事務局(2020)より筆者作成) 
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この問題は新型コロナウイルスの影響を受けた今後に大きく響くであろうと予想される。

大竹他(2017)では、失職をした人々は収入を確保する為に個人事業主として雇い主と契約

を結ぶ傾向にある事や、企業側も賃金上昇等の理由で経営状況が困窮した時に雇用契約か

ら個人事業契約に切り替える事がある点が指摘されている。コロナ禍においては各企業の

経常利益は減少しており(NHK,2020a)、また失業率も増加(NHK,2020b)している。この事か

ら、今後給与体系が不安定な個人請負に対する法整備は急を要すると考えられる。 

 

第４節 海外の雇用的個人請負業主の現状 
諸外国においても、いわゆるクラウドワーカーやギグワーカーと呼ばれる個人請負が

年々増加していること、企業がこれらの個人請負を、年金や保険などの負担のない安価な

労働力として搾取する危険が指摘されている。国際労働機関は、これらの「新しい雇用形

態による働き方」は、多くの人に不安定さをもたらしていると指摘し、2017 年に約 14 億

人であったこれらの人々は、2018、2019 年にかけて毎年 1700 万人のペースで増加してい

ると言われている。欧州においては、半数以上の個人請負主が失業保険でカバーされてい

ないとされる(EU Commission,2020)。 

そもそも従来の社会保険は、作業中に災害や病気、退職、失業によって所得が断たれた

賃金労働者を保護するために設けられた制度であり、上記のような、呼び出し労働、請負

労働、自営業などといった形態の働き方への適用は想定されていない。また、プラットフ

ォーム型事業の時間報酬は最低賃金よりも低い場合が多く、一定水準以上の安定した収入

を期待することは容易ではない点も指摘される(パク,2018)。 

第４節では、諸外国における「新しい雇用形態による働き方」をめぐる現状と、各国政

府による取り組みを紹介する。 

第１項 アメリカ 

アメリカでは 2019 年時点で全労働者の 35％のあたる約 5700 万人の労働者がフリーラン

スとして働いており、そのうち本業としての個人請負主は 28％である。特に若年層の割合

が増加しており、Z 世代と呼ばれる 18 歳から 22 歳の世代では 53％がフリーランスとして

働いている。職種の内訳としてはフリーランス全体のうち 45％がプログラミングやマーケ

ティング、コンサルティングなどを行う知能労働者であり、30％が肉体労働者となってい

る(Freelancers Union,2019)。  

このようにフリーランスが他の先進国と比較しても多く存在するアメリカでは、フリー

ランスを保護する法律が州ごとに制定されている。多くのフリーランスが直面する課題の

一つとして、個人請負主が企業と業務を契約する際に契約内容が書面で取り交わされない

ことにより、契約通りの報酬や、期日までの入金が守られないなどのトラブルが発生する

ということが挙げられる。この問題に対して NPO 団体のフリーランサーズユニオンはフリ

ーランスの権利擁護のため制度政策要求活動を長年展開していたが、その結果として 2016

年にはニューヨーク州でフリーランスの賃金保護を目的とした「フリーランサー賃金条例」

が制定された。この条例では 800 ドル以上の請負労働につき、書面で対価の支払い期日と

金額を記した契約を、元受け企業と労働者が取り交わすことを義務付けた(労働政策研究

研修機構,2016)。 

また、カリフォルニア州では「AB5法案」と呼ばれる Uberや Lyft等を活用して報酬を得
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ているギグワーカーの保護を目的とした法案が 2020 年 1 月から施行された。AB5 法案では

以下の 3 つの判断基準、①労働者が、職務の遂行に関して、契約上も実質的にも雇用者の

管理・監督を受けない、②労働者の従事する職務内容が、雇用主の通常業務外の職務であ

る、③労働者は、対象となる職務と同種の業務分野において、恒常的かつ独立した形で取

引・就労・業務の提供を行っている に基づき労働者の労働者性を判断し、カリフォルニ

ア州労働法典、失業保険法、産業福祉委員会賃金規定の適用を目的としている。このよう

にアメリカでは賃金や労働環境等を改善させるための条約制定に向けて労働組合や NPO が

積極的に働きかけている(カリフォルニア州議会,2019)。 

第２項 欧州 

欧州では、新しい雇用形態の中でも特にウーバー配達員のようなプラットフォーム労働

者が法律の適応を受ける「労働者」とみなされるか否かが焦点となっている。従来は、

様々な権利を認められていた「雇用人」と、それらを認められていなかった「個人事業主」

という二つの区分にそって税・社会保障のセーフティネットが設計されていたが、現在は

雇用者、被雇用者(＝労働者)の中間に当たる第３の労働契約区分が生じている(Freeland 

et al,2017)。しかし、個人請負が労働者とみなされれば、最低賃金、有給休暇などの様々

な保障・損害保険など労働条件や社会保障に関連する問題を一元的に解決することができ

る。また租税の徴収に当たっても、個人請負の実所得を把握することができれば、セーフ

ティネットに組み込むことができるという観点からも議論が進められている(パク,2018)。

これにより、何をもってして「労働者」とみなし、どこまで「労働者」と同等の権利を認

めるかという議論が生じている(金,2017)。 

欧州の裁判所がプラットフォーム労働者の契約の履行の判決において、プラットフォー

ム労働者の企業に対する従属・自律の度合い、プラットフォームに対する経済的および人

的依存性を決定する判断基準は国ごとに異なる。例えば、イギリス、フランス、スペイン

などでもプラットフォームの労働者が賃金労働者か自営業かを決定する裁判において、労

働者性が認められる判例が見受けられる(パク,2018)。一方でドイツの裁判所は、プラッ

トフォームの従業者はプラットフォームの経営者の雇用者ではないとの判決を下している

(Klimburg,2020)。 

これらを受け、欧州委員会では 2020年に自己契約のプラットフォーマーに関する公開聴

取を開始し、2021 年にもプラットフォーマーの労働契約条件に関する新しい規制を設ける

こととしている(Fouquet,2020)。2020 年 3 月に発表された新産業政策においても、プラッ

トフォーム労働者の労働条件改善のためのイニシアティブをとると宣言している。 

 

第５節 問題意識 
以上で見てきたように、我が国において個人請負は年々増加しており今後も増えていく

ことが予想されるが、個人請負に対するセーフティネットは十分に構築されているとは言

い難い。第 4 節の海外事例で述べたように近年諸外国では、個人請負の増加を受けてセー

フティネットの見直しが行われている。また、コロナ禍において個人請負のセーフティネ

ットの脆弱性が露呈したことから,こうした動きは内外共に今後加速すると思われる。本

稿ではそれらの動きを踏まえたうえで、我が国の個人請負の実態に即し現行のセーフティ

ネットの見直しを提言する。これまで見てきたように、我が国の個人請負の現行制度の問

題点として主に挙げられるのは、労災保険(特別加入制度を除く)や雇用保険の欠如、最低
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賃金法の不適用である。本稿ではとりわけ労災保険、雇用保険適用の是非について計量分

析の結果を踏まえた上で議論を展開し、どのような施策が有効になりえるか検討したうえ

で政策提言を行う。そして個人請負という就業状態への適切な保障がなされることで、労

働力人口の減少が見込まれる我が国において政府が推進する「多様な働き方の真の実現」

に寄与することを本稿のビジョンとする。 
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第２章 先行研究及び本稿の位置

付け 

第１節 先行研究 
前章までで述べた個人請負が抱える現状の問題点を踏まえたうえで、政府による社会保

険制度の構築を検討する。主に検討されうる社会保険としては労災保険、雇用保険が挙げ

られるが、①個人請負に対し、どのような保障の必要性が高いのか、②どのように社会保

障制度を構築するべきか、という二点が論点になる。本稿では、この二点の論点を議論す

るため、(ⅰ)誘導型多項ロジットモデルを用いた 55 歳以上男性,55 歳未満男性,55 歳以上

独身女性,55 歳未満独身女性の個人請負参入要因分析、(ⅱ)「社会保険料の事業者負担」

の労働者への転嫁に着目した、条件付きロジットによる労働供給側の行動変容分析(55 歳

以上男性)、(ⅲ)現状の個人請負の社会保険料負担率の推定を行った。(ⅲ)については社

会保険料負担額を計算した先行研究は多数存在するが、本稿のように就業形態別に推定し

たものではないため、この節では、(ⅰ),(ⅱ)の分析に関する先行研究を紹介する。 

先行研究では個人請負の参入要因分析は行われているものの、パネルデータでの分析や

社会保険制度の導入の是非も視野に入れた先行研究は存在していない。そのため本稿では

参入要因の先行研究を紹介した上で社会保険の必要性を考慮するに足りる分析モデルを構

築し、計量分析を行った。 

 

(ⅰ)個人請負の参入要因分析の先行研究 

個人請負の参入要因分析の先行研究として周(2006a)がある。周(2006a)では個人請負参

入要因として、「リスク選好度仮説」、「仕事の柔軟性仮説」、「自己実現仮説」、「不

本意就業仮説」が検討されている。「リスク選好度仮説」とは、リスク選好度が高い者ほ

ど個人請負業に参入するという仮説、「仕事の柔軟性仮説」とは、個人請負労働の柔軟性

の高さによって参入するという仮説、「自己実現仮説」とは専門技術や資格を生かしたい

労働者が個人請負に参入するという仮説、「不本意就業仮説」とは、やむを得ず個人請負

就業を選択しているという仮説である。周(2006a)では、多項ロジットモデルを用いて仮

説を検討しており、その結果によれば「不本意就業仮説」が支持され、特に「年齢が高い

ほど」、「未婚女性であるほど」、「失業経験のある人ほど」個人請負に参入すると結論

づけている。 

 

(ⅱ)「社会保険料の事業者負担」の労働者への転嫁に関する先行研究 

「社会保険料の事業者負担」の労働者への転嫁に関する日本の先行研究として Hamaaki 

and Iwamoto(2010)、酒井、風神(2007)がある。Hamaaki and Iwamoto(2010)では、雇用主

負担率の増加が時間当たり賃金を増加させるという先行研究を踏まえたうえで、社会保険

料の雇用主負担率の上昇が課税前の労働者の時間当たり賃金に与える影響について分析し

ている。Hamaaki and Iwamoto(2010)は、タイムトレンドを導入することで賃金上昇と雇用

主負担の正の相関による上方バイアスを除去し、労働災害保険の雇用負担率を考慮したう

えで回帰分析を行った結果、雇用主負担率が 1%上昇すると、時間当たり賃金が 0.8%下落す

ることを示した。また、酒井、風神(2007)は、2000 年に作られた介護保険制度が 40 歳以
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上の労働者にのみ介護保険料を課すようになった、という「自然実験」を利用して差の差

分析を行い、40 歳以上の労働者の賃金が押し下げられているかを分析した。酒井、風神

(2007)は、分析の結果、40 代以上の男性の賃金が有意に押し下げられており、大企業より

も中小企業の方がその影響が顕著であった、と示唆している。 

 

第２節 本稿の位置付け 
前節で紹介した(ⅰ)の先行研究では、個人請負の参入要因は不本意なものである可能性

が高いことを示唆しているが、パネルデータでの分析や社会保険制度の導入の是非も視野

に入れた先行研究は存在していない。また、若年労働者、中高年労働者、高年齢労働者は、

年金受給額や健康度合いなど労働供給要因が大きく異なるように思われるが、年齢層別に

参入要因分析を行った先行研究は存在していない。それゆえ、本稿では初めに(ⅰ)誘導型

多項ロジットモデルを用いた 55 歳以上男性、55 歳未満男性、55 歳以上独身女性、55 歳未

満独身女性の個人請負参入要因分析を行った。 

次に本稿では(ⅱ)「社会保険料の事業者負担」の労働者への転嫁に着目した、条件付き

ロジットモデルによる労働供給側の行動変容分析(55 歳以上男性)を行った。 

(ⅱ)の先行研究で紹介したように、日本では実証的に社会保険料の事業者負担は全面的に、

もしくは部分的に賃金低下や雇用の減少などの経路を伴って労働者へ転嫁されていること

が示されている。個人請負の社会保険制度の構築の際に、考慮すべき点は企業側の社会保

険料の負担の是非である。第一章の第二項労働需要の側面で述べたように、企業が個人請

負を雇う一要因として「労働コストの削減」が挙げられる。個人請負の社会保険制度を構

築する際に、仮に企業側に社会保険料の部分的負担を求めたとすれば、企業にとっては個

人請負を雇う労働コストが上昇することを意味し、企業が取りうる戦略的行動として①個

人請負に対する労働需要を減少させる、②個人請負の賃金低下を図る が考えられる。

「労働コストの削減」のため個人請負を雇う企業は直観的に、大企業よりも中小企業で人

手不足に直面している企業である可能性が高い。そのため、企業が①の行動をとった場合

には、個人請負を雇う企業にとっても個人請負に参入する労働者にとっても厚生を減少さ

せる可能性が高い。5 

また、企業が②の行動を取る場合、個人請負には最低賃金法が適用されておらず、出来

高制を取っていることが多いことから不適切な賃下げが起きる可能性がある。 

本稿ではとりわけ、仮に企業に社会保険料の負担を求めた際に企業が②の行動をとった

際の労働供給側の行動変容分析を行う。個人請負を雇う企業のデータの取得が難しく、問

いそのものが仮想的であることから、本稿では「企業が賃金率を下落させるか否か」とい

う問いを立てるのではなく仮に企業が個人請負の賃金率を減少させるという戦略的行動を

取った時、個人請負を選択する労働供給側がどのように行動変容させるかを事前評価とし

て分析した。 

最後に(ⅲ)現状の個人請負の社会保険料負担率を推定した。等価世帯可処分所得による

10 分位を用い、その分位ごとに就業形態別に社会保険料負担率を計算したことで、個人請

負を社会保険制度に加入させた場合に他の就業形態と比較して新規に社会保険料を払う余

 
5 企業は個人請負の代わりに非正規雇用に対する需要を増やす、という可能性が考えられるが、労働需要

の側面で述べたように「生産変動への対応」という側面を考えれば、柔軟な採用が可能な個人請負の方が

企業にとって魅力的な可能性は指摘できる。 
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地が認められるか否か検討した。分析手法については税と社会保険料負担額について明ら

かにする必要があることから、所得税の控除が経済格差是正に与える影響を分析した土居

(2017)を参照している。 

本稿の新規性は三点ある。まず、個人請負を経済的観点から分析を行っている点である。

個人請負への被用者保険・労働保険の適用の是非については「労働者性」など法的な観点

からの分析は研究蓄積があるが、経済学的視点から分析を行った先行研究は極めて少なく、

実際に社会保険制度を導入する上でのエビデンスの蓄積は不十分である。二点目として、

先行研究を踏まえた上でパネルデータを用いて年齢層、性別ごとに、より詳細な参入要因

分析を行っていることである。三点目として、個人請負の行動変容分析や社会保険料負担

率の分析を行うことで、社会保険制度を導入する上での制度上の副作用や、あるべき社会

保険制度のフレームワークを提示している点である。 
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第３章 理論と現状分析 

第１節 使用データ 
本稿では、「日本家計パネル調査(JHPS/KHPS)」を使用した。このデータは(旧)「日本

家計パネル調査(JHPS)」と(旧)「慶應義塾家計パネル調査(KHPS)」を統合したものである。

KHPS は 20 歳〜69歳の男女、JHPS は 20歳以上の男女を対象として、1 年間の本人の所得と

世帯の所得、調査対象者の世帯の構造や、就業状態、消費、貯蓄などについての情報が得

られる。サンプル抽出の母集団は重なっているが、調査回答者に重複はない為、統合デー

タを使用した。なお、調査方法としては 1つの調査地域あたりの標本数を 10程度として各

層の調査地域数を決定し、所定数の調査区を無作為抽出している。 

 

第２節 分析 

第１項 理論モデル 

この項では、（ⅰ）誘導型多項ロジットモデルを用いた 55歳以上男性、55歳未満男性、

55歳以上独身女性、55歳未満独身女性の個人請負参入要因分析、（ⅱ）「社会保険料の事

業者負担」の労働者への転嫁に着目した、条件付きロジットによる労働供給側の行動変容

分析に関する理論モデルと実際に行ったシミュレーションの手法を提示する。なお本稿で

は、55 歳以上、55 歳未満、男性、女性により誘導型多項ロジットの分析を分けた。55 歳

以上、55 歳未満で分析を分けた理由は、高年齢者労働者と若年労働者、中高年労働者では

労働供給の背景要因が異なると考えられたからである。とりわけ 55 歳以上の場合には健康

状態や年金、退職行動なども参入要因に影響していると考えられる。また、本稿では女性

については独身女性6のみを分析している。これについては、先行研究で未婚女性の参入が

多いと示されており、既婚女性の場合、「本業」と「副業」の識別が難しく、本稿の目的

である社会保険制度の構築という観点からは分析対象とする動機が希薄であるためである。 

本稿では、まず誘導型多項ロジットモデルを用いてパネルデータ分析を行った。 

まず、誘導型多項ロジットモデルについて述べる。 

以下、𝑗 = 1,2,3,4,5でそれぞれ自営業、正規、非正規、個人請負、非就労であるとする。 

個人 iが t期に就労形態 j を選ぶ確率を𝑃𝑖𝑗𝑡とすれば 

j=1の時 𝑃𝑖𝑗𝑡 =
1

1+∑ 𝑒𝑥𝑝⁡(𝑋𝑖𝑡𝛽
(𝑗))5

𝑗=2

 

j≠1 の時 𝑃𝑖𝑗𝑡 =
𝑒𝑥𝑝⁡(𝑋𝑖𝑡𝛽

(𝑗))

1+∑ 𝑒𝑥𝑝⁡(𝑋𝑖𝑡𝛽
(𝑗))5

𝑗=2

 

と表せる。 

なお、パラメータ識別の為、自営業をベースとしている。 

ただし、𝛽(𝑗)は、就労形態 j の推定されるべきパラメータで、𝑋𝑖𝑡は個人 i の属性を表すベ

クトルである。 

なお、係数は上記の選択確率を用いて、最尤法により推定を行う。 

 
6 現在の配偶者の有無について調査がなされているため本稿では離別・死別を含んでいる。 
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次に、条件付き多項ロジット分析について述べる。本稿では、個人請負が賃金下落に直

面した際の行動変容を調べるため、条件付き多項ロジット分析を行った。条件付き多項ロ

ジット分析では選択肢固有の変数が必要であるが、就業形態ごとの賃金は、個人ｉについ

て一つの就業形態のデータしか観察できないため、以下の賃金関数を推定したうえで、個

人 i についての各就業形態の推定賃金を算出した。ただし、観察された賃金のみで賃金関

数の推定を行うとセレクションバイアスが発生する可能性がある。そこで、本稿では

Dubin,Mcfadden(1984)に従い以下の式を推定した。ただし、i = 1,2,3,4 でそれぞれ自営

業、正規、非正規、個人請負である。 

𝑙𝑛𝑤𝑖 =⁡𝑥𝑖′𝛽 +⁡∑ (
𝑃𝑗𝑙𝑛𝑃𝑗

1−⁡𝑃𝑗
+ ⁡𝑙𝑛𝑃𝑖)

5
𝑗⁡≠𝑖 +⁡𝜀𝑖 ⁡⁡ 

ここで、𝑙𝑛𝑤𝑖は就業形態 i の対数賃金、𝑥𝑖は説明変数ベクトル、β は推定されるべき係数

ベクトル、𝜀𝑖は誤差項、∑ (
𝑝𝑗𝑙𝑛𝑝𝑗

1−⁡𝑝𝑗
+ ⁡𝑙𝑛𝑝𝑖)

5
𝑗⁡≠𝑖 はセレクションバイアス調整項で𝑃𝑖は、誘導型

多項ロジットで算出された就業形態 iの選択確率である。 

 

以上の式から、各就業形態の推定賃金を算出し、条件付き多項ロジット分析を行った。 

確率効用モデルとして、個人 n が t 期に就業形態 j から得られる効用𝑈𝑛𝑗𝑡は 

𝑈𝑛𝑗𝑡 = 𝑉𝑛𝑗𝑡 + 𝜀𝑛𝑗𝑡 

と表せる。 

ここで、𝑉𝑛𝑗𝑡は観察される効用、𝜀𝑛𝑗𝑡は観察できない効用で、 

個人 n、時間 t ごとに独立にタイプ I 極値分布に従う。(ただし、オイラー定数 γ = 1) 

このとき、個人 n が t 期に就業形態 jを選ぶ確率は、 

𝑃𝑛𝑗𝑡 = 𝑃𝑟𝑜𝑏(𝑉𝑛𝑗𝑡 +⁡𝜀𝑛𝑗𝑡 > 𝑉𝑛𝑖𝑡 +⁡𝜀𝑛𝑖𝑡⁡⁡∀⁡𝑖 ≠ 𝑗) 

= 𝑃𝑟𝑜𝑏(⁡𝜀𝑛𝑗𝑡 < 𝜀𝑛𝑗𝑡 + 𝑉𝑛𝑗𝑡 −⁡𝑉𝑛𝑖𝑡⁡⁡∀⁡𝑖⁡ ≠ 𝑗) 

𝜀𝑛𝑖𝑡は極値分布に従うとしていたから、𝜀𝑛𝑗𝑡で条件付けた確率は 

𝑃𝑛𝑖|𝜀𝑛𝑗𝑡 =∏𝑒−𝑒
−(𝜀𝑛𝑗𝑡+𝑉𝑛𝑗𝑡−⁡𝑉𝑛𝑖𝑡⁡)

𝑖≠𝑗

 

ここで、𝜀𝑛𝑗𝑡の密度関数は、𝑒−𝜀𝑛𝑗𝑡𝑒−𝑒
−𝜀𝑛𝑗𝑡

 

より、就業形態 j の選択確率は、 

𝑃𝑛𝑗𝑡 = ∫ (⁡∏𝑒−𝑒
−(𝜀𝑛𝑗𝑡+𝑉𝑛𝑗𝑡−⁡𝑉𝑛𝑖𝑡⁡)

𝑖≠𝑗

)𝑒−𝜀𝑛𝑗𝑡𝑒−𝑒
−𝜀𝑛𝑗𝑡

𝑑𝜀𝑛𝑗𝑡⁡ 

=
𝑒𝑉𝑛𝑗𝑡

∑ 𝑒𝑉𝑛𝑗𝑡
ｊ

 

を得る。 

より、対数尤度は 

𝐿𝐿(𝛽) =∑∑∑𝐼𝑛𝑗𝑡𝑃𝑛𝑗𝑡
𝑗

𝑁

𝑛=1

𝑇

𝑡=1

 

ただし、𝐼𝑛𝑗𝑡は個人 n が t 期に就業形態 j をとると、1 になりそれ以外の場合には 0 をと

る指示関数である。 

以上より、対数尤度を最大化する係数βを求めた。 
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なお、本稿では、誘導型多項ロジット分析には Stata の mlogit を、条件付きロジットに

は clogitを使用しており、標準誤差の計算では、クラスターロバスト標準誤差を使用して

いる。 

 

シミュレーションについて 

本稿では、55 歳以上男性について賃金下落を想定したシミュレーションを行った。 

まず、条件付き多項ロジット分析から得られたパラメータを用いて、個人請負を選択し

た個人 n(n=307)の就業ごとの選択効用を計算した。その後、タイプ I 極値分布から就業形

態後との乱数を発生させ（今回は就業形態が 5 個のため、発生させた乱数は 5 個）。各就

業形態の効用に足し、効用が最大となっている就業形態が、実際に選択された就業形態と

一致したときには、その乱数を採択、そうでなければ棄却し、個人 nについて 1000個乱数

が集まるまで続けた。 

これを個人ごと（すなわち 307 人）に行い、最終的に 30700 個の乱数を保存した。 

得られた乱数を用いて賃金下落シミュレーションを行った。 

後述する条件付き多項ロジットの分析より、請負の賃金パラメーターは 0.479 で、賃金

が 1%下がると請負を選択する効用は 0.00479 下がる。これを利用し、5%、10%、15％の賃

金下落について、請負を選択する効用をそれぞれ、0.0239、0.0479、0.0712 だけ下げ、就

業形態の変化を調べた。 
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第２項 変数定義 

本稿で使用した、変数は表１である。 

 

表 1 変数定義 

  
(筆者作成) 

 

なお、分析対象ごとに、変数選択は異なっている。また、本稿では分析結果の表が長く

なったことから、計量分析の結果の表については論文の末尾に置いている。以下、本稿で

使用した変数の定義について詳細を述べる（表２参照）。 

被説明変数

求職活動経験年数

非正規経験年数

非正規経験年数二乗/100

求職活動経験年数 正規経験年数

非正規経験年数 正規経験年数二乗/100

非正規経験年数二乗/100 自営業経験年数

正規経験年数 自営業経験年数二乗/100

正規経験年数二乗/100 転職回数

自営業経験年数

自営業経験年数二乗/100

転職回数

貯蓄(自然対数)

説明変数

誘導型多項ロジット分析・条件付き多項ロジット分析

就業状態

年齢

年齢二乗/100

同居人数

配偶者の有無

健康状態

教育年数

就業経験

賃金関数推定

実質賃金

年齢

年齢二乗/100

健康状態

教育年数

就業経験

企業規模ダミー

セクター

借入(自然対数)

年金(自然対数)

首都圏ダミー

年代別完全失業率

年ダミー

子ども・孫の有無

地域ダミー

年ダミー

年代別完全失業率

セレクションバイアス補正項

切片
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表 2 変数定義の詳細 
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(筆者作成) 

 

欠損処理を行った結果、サンプル数は、55 歳未満男性が 15,052(うち自営業 2,080、正

規雇用 11,390、非正規雇用 904、個人請負 204、非就業 474)、55 歳以上男性が 10,438(う

ち自営業 1,866、正規雇用 3,264、非正規雇用 1,334、個人請負 307、非就業 3,667)、55 歳

未満独身女性が 3,482(うち自営業 236、正規雇用 1,641、非正規雇用 1,264、個人請負 77、

非就業 264)、55歳以上独身女性が 2,202(うち自営業 280、正規雇用 232、非正規雇用 421、

個人請負 68、非就業 1,201)となった（いずれも 2004 年〜2018 年調査による）。本稿で使

用したデータの基本統計量は、末尾に表 A〜表 Hとして記した。 

 

第３項 要約統計量 

本稿で使用したデータの要約統計量を記す。なお以下のグラフはすべて本稿で使用した

「慶應パネルデータ」より作成している。 

 

(ⅰ)55 歳未満男性 

表３の就業形態の遷移グラフの対角要素の確率を見ると、自営業、正規、非正規、非就

業については状態依存性が見られるのに対し、個人請負は 51％と他の就業形態に比べ状態

依存性が相対的に低いことが伺える。表４の就業形態ごとの実質賃金の平均を見ると、個

人請負は正規雇用と非正規雇用の中間に位置していることが見て取れる。表５の個人請負

が従事している業種を見ると、建設、運輸、製造など肉体労働者が多い傾向にあることが
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見て取れる一方で、情報通信など頭脳労働者も一定数いることが分かる。また、表６の仕

事継続希望の有無についてのグラフを見ると、仕事を続けたいという個人請負労働者が

66％いる一方で、31%は他の仕事を希望している様子が伺える7。 

 

表 3 55 歳未満男性労働者の t-1 期と t期の就業形態移行行列 

 
(筆者作成) 

 

表 4 55 歳未満男性 各就業形態の実質賃金平均 

 
(筆者作成) 

 

 
7 但し、無回答も多かったことから断定的にこの傾向があると一概には言えない。 
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表 5 55 歳未満男性 個人請負の業種別人数 

 
(筆者作成) 

 

表 6 55 歳未満男性 個人請負の仕事継続希望調査 

 
(筆者作成) 

 

(ⅱ)55 歳以上男性 

55歳未満男性と同様にまず就業形態の遷移行列から見ると、個人請負の対角要素が 55

歳未満男性に比べやや大きいことが伺える。各就業形態の実質賃金の平均を見ると、55歳

未満男性と同様に、個人請負の実質賃金は正規雇用と非正規雇用の間に位置することが分

かる。業種を見ると 55 歳以上男性の場合、建設や運輸など肉体労働者が多いことが伺

え、情報サービスなどの頭脳労働者が少ないことが分かる。また仕事の継続希望を見る

と、55歳以上男性の場合 55 歳未満男性に比べ就業継続希望の割合が高く、就業意欲が 55

歳未満男性に比べれば相対的に高いことが分かる。 
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表 7 55 歳以上男性労働者の t-1 期と t期の就業形態移行行列 

 
(筆者作成) 

 

表 8 55 歳以上男性 各就業形態の実質賃金平均 

 
(筆者作成) 

 

表 9 55 歳以上男性 個人請負の仕事継続希望調査 

 
(筆者作成) 
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表 10 55 歳以上男性 個人請負の業種別人数 

 
(筆者作成) 

 

(iii)55 歳未満独身女性 

 男性よりは個人請負の対角要素が小さいことがうかがえる。各就業形態の実質賃金の平

均については、男性と同様に、個人請負の実質賃金が正規雇用と非正規雇用の間に位置し

ていると分かる。業種は男性とは対照的に、サービス業や教育、金融など頭脳労働者が多

いことが分かる。なお、仕事継続希望割合は回答が未回答・欠損のものが極めて多かった

ため割愛した。 

 

表 11 55 歳未満独身女性労働者の t-1 期と t 期の就業形態移行行列 

 
（筆者作成） 
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表 12 55 歳未満独身女性 各就業形態の実質賃金平均 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（筆者作成） 

 

表 13 55 歳未満独身女性 個人請負の業種別人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（筆者作成） 

 

(iv)55 歳以上独身女性 

 個人請負の対角要素は 55歳以上男性と同程度であることがうかがえる。各就業形態の実

質賃金の平均については、個人請負の実質賃金が非正規雇用よりもわずかに低いことが読

み取れる。業種はサービス業、不動産、医療、教育など、55 歳未満女性と同様、頭脳労働

者が多いことが分かる。なお、仕事継続希望割合は回答が未回答・欠損のものが極めて多

かったため割愛した。 
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表 14 55 歳以上独身女性労働者の t-1 期と t 期の就業形態移行行列 

 
（筆者作成） 

 

 

表 15 55 歳以上独身女性 各就業形態の実質賃金平均 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

                          （筆者作成） 
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表 16 55 歳以上独身女性 個人請負の業種別人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（筆者作成） 

第４項 仮説 

本稿では、55歳以上男性・独身女性と 55歳未満男性・独身女性の分析を行っているが、

分析に際して二つの仮説を立てた。立てた仮説を説明する。 

 

・仮説１：高スキル人材ほど個人請負に参入している可能性 

第１章で見たように、個人請負は自由度が高くこれまでのキャリアでスキルを蓄積して

きた高齢者にとっては魅力的な仕事になりうる。例えば、正規雇用などでスキルを蓄積し

た高齢者が引退後、在宅就労などでスキルを生かして個人請負に参入しているということ

が考えられる。また、若年労働者、中高年労働者の中にも、高スキルで独立性への志向が

高いものほど個人請負に参入するという経路も考えられる。 

この仮説が採択された場合には、個人請負が自らのスキルを生かすことができ仕事の選

択の幅は広いと考えられるため、失業時の補償や職業訓練等を政府として行う必要は低い

といえる。労災リスクの危険が高い業種に対してのみ、企業と共同して労災保険に強制加

入させることで、企業にとっても経験者を採用できメリットが生じ、個人請負となる者も

万一のリスクに安心して備えることができよう。 

 

・仮説２：不本意参入している、低スキル人材ほど個人請負に参入している可能性 

仮説①とは異なり、不本意かつ低スキル人材ほど個人請負に参入しているという可能性

も考えられる。 

高齢者の場合は、現役時の失業経験が長い、非正規雇用に従事してきた年数が長い、貯

蓄額等の資産が低い、年金受給額が少ない等の理由でやむを得ず参入している可能性があ

る。 

また、若年労働者、中高年労働者の場合も低学歴、失業経験が多い、労働市場経験が浅
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いものほど参入している可能性がある。また不況期などのマクロ経済要因により不本意に

参入しているという経路も考えられる。 

この仮説が採択された場合には、個人請負が企業との契約に際し不当な立場に置かれ、

失業のリスクが高まることが予想される。そこで政府には、就業中に企業と対等な立場で

契約を結び業務遂行できるような制度を導入すること、また失業の補償と予防が求められ

るであろう。 

 

第３節 誘導型多項ロジットモデルの結果 
55 歳未満男性、55 歳以上男性、55 歳未満独身女性、55 歳以上独身女性の誘導型多項ロ

ジットモデルの結果は、それぞれ末尾の表 34、表 35、表 36、表 37 である。なおいずれも

限界効果で報告している。 

 

（ⅰ）55 歳未満男性 

分析の結果、自営業経験年数、非正規経験年数が長いほど、教育年数が短いほど参入確

率が上昇する、という含意を得た。55 歳以上男性と比較すると、キャリアの影響に加えて

学歴の影響も受けており低スキルであることの度合いがより深刻であると考えられる。さ

らに完全失業率が高いほど参入しやすくなることから、マクロ経済要因の影響を受けやす

く、不況期ほど参入が増えると分かる。従って仮説②が整合的である。 

 

（ⅱ）55 歳以上男性 

貯蓄額が多いほど参入確率が減少し、自営業経験年数、非正規経験年数、求職経験年数

が長いほど、借入金が多いほど参入確率が上昇する、という含意を得た。非正規経験年数

や求職経験年数が長く借入金が多いことから、これまでのキャリアの中でスキルを蓄積し

てきたとは考えにくく、収入を確保するためにやむを得ず参入している可能性が高いとい

える。従って仮説②が整合的である。 

 

(iii) 55 歳未満独身女性 

自営業経験年数が長いほど参入しやすいことは他と同様であるが、健康状態が悪いほど

参入確率が上昇するという含意を得た。また 55歳未満男性と同様、完全失業率が高いほど

参入しやすくなることから、マクロ経済要因の影響を受けやすく、不況期ほど参入が増え

ると分かる。従って仮説②が整合的である。 

 

(iv) 55 歳以上独身女性 

  男性と同様に、非正規経験年数、自営業経験年数が長いほど参入確率が上昇する。ま

た求職活動経験年数が長いほど、健康状態が良いほど参入確率は上昇することから、働き

続けることは可能だが、これまでのキャリアの中でスキルを蓄積できていない人がやむを

得ず参入している可能性が高いといえる。従って仮説②が整合的である。 

 

 年代・性別に関係なく仮説②が整合的であるという以上の結果を踏まえ、個人請負は企

業との間で弱い立場に置かれると考えられる。そのため、労災・失業リスクを政府として

補償する必要性、若年の個人請負への社会保障政策を充実させ、その中でスキルアップの

機会を提供し、より安定した就業状態への移行を促す必要性が認められた。 
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第４節 条件付き多項ロジットモデルを用いた

シミュレーション 
賃金関数を推定した上で、各個人の就業形態ごとの推定賃金を算出し条件ロジットモデ

ル分析を行った。なお、推定した賃金関数の結果は表 38、条件付き多項ロジットモデルの

結果は表 39である。 

第２節のシミュレーションの方法で、賃金率の下落による個人請負の就業形態の変化を

シミュレーションしたところ表 17のような結果を得た。 

表 17 を見ると、55 歳以上男性の個人請負は賃金弾力性が高く、賃金が下落すると他就

業に移動する傾向が見て取れる。また、他就業の増加傾向から、非就業や自営など雇用関

係から離れる、もしくは非就業へと遷移する傾向が強いことが伺える。このことから、仮

に社会保険料が事業者負担となり賃金下落の形でその負担が個人請負に転嫁された場合、

個人請負は非就業や自営などに移行し、企業、労働者双方にとって望ましくない結果に陥

る可能性が高いと言え、高齢者就業を促進する政府の政策的な観点からも望ましくないと

結論付けられる。 

 

表 17 個人請負を選択していた 55歳以上男性 賃金下落シミュレーションの結果 

 
(筆者作成) 
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第５節 現状の雇用的個人請負業主の社会保険

料負担の推定 
第３節より個人請負に対する社会保険制度の拡充の必要性が認められたが、現行の雇用

関係を前提とする被用者保険や労働保険に加入することを強制してしまうと、企業が社会

保険料の負担を強いられることになり、前節の結果からも推察されるように契約が打切ら

れるなどかえって個人請負にとって不本意な結果を招くことになりかねない。個人請負と

いう働き方の継続を希望する者が多いことからも、職業選択の自由を尊重し失業や労災に

備えることができる、個人請負向けの新たな社会保険制度を構築することが望まれよう。

そこで、まず現状の就業形態別の社会保険料負担率8を求め、制度を新設した場合に個人請

負がどれほどの社会保険料に耐えうるのか検討することとした。 

第１項 分析方法 

本節においては分析対象調査対象が男性かつ就業状態が明らかになっているデータに限

定し9、最新の 2018 年と 2017 年の調査は非正規雇用への社会保険制度が拡充の移行期にあ

り10非正規雇用の社会保険料の推計が困難であるため、2013 年から 2016 年の 4 年分の調査

について分析を行う。調査から得られる所得情報は前年のものであり、以下では調査年と

所得情報年の混乱を避けるため、2012年から 2015年の所得情報年に表記を統一する。 

JHPS・KHPS のデータでは、収入に関して昨年１年間に得た収入の回答から、「勤め先の

年収」、「自営・事業・内職収入」、「家賃・地代収入」、「利子・配当金」、「仕送り

金・受贈金の受け取り」、「公的年金」、「企業年金・個人年金」、「失業給付・育児休

業給付」、「児童手当・児童扶養手当」、「生活保護給付」、「その他の収入」について

入手することができる。また回答者本人、配偶者、その他家族全員という区分で回答が得

られるため、それぞれ社会保険料負担と税負担の推計を行った。社会保険料、所得税・住

民税の推計方法は土居（2017）を踏襲している。なお、各種所得控除については所得情報

年の制度をそれぞれ対応させて計算した。 

まず、収入は所得税法の分類に基づき、以下のようにして合計所得を求めた。 

 

・給与所得＝「勤め先の年収」−給与所得控除 

・事業所得＝「自営・事業・内職収入」−青色申告控除 

・不動産所得＝「家賃・地代収入」 

・公的年金の雑所得＝「公的年金」＋「企業年金・個人年金」−公的年金等控除 

・その他の雑所得＝「その他の収入」＋「仕送り金・受贈金の受け取り」 

・合計所得＝給与所得＋事業所得＋不動産所得＋公的年金等の雑所得＋その他の雑所得 

・利子所得は 20％の源泉分離課税を適用し、それ以外の総合課税となる５種類の所得を合

 
8 本稿では医療保険・介護保険・年金保険・雇用保険の負担額合計について世帯収入との比で求められる

値と定義する。 
9 独身女性についてはサンプル数が少なかったため、男性にのみ対象を絞った。 
10 2016 年 10 月より従業員 501 人以上の会社で週あたりの労働時間が 20 時間以上等の要件を満たす短時

間労働者についても厚生年金保険・健康保険が適用され、2017 年 4 月からは従業員 500 人以下の会社で

あっても労使で合意すれば厚生年金保険・健康保険に加入できるようになっている。 
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計することで合計所得を計算した。 

 

次に以下のように所得控除を計算し、合計所得から差し引くことで課税総所得を求めた。 

 

・所得控除＝基礎控除＋配偶者控除＋配偶者特別控除＋扶養控除＋寡夫控除＋医療費控除

＋社会保険料控除 

・課税総所得＝合計所得−所得控除 

 

上記以外の生命保険料控除、地震保険料控除、障害者控除等の所得控除は、JHPS・KHPS

のデータから情報が得られないため算定していない。配偶者控除と扶養控除については、

データ上の世帯構成員の続柄・年齢・就業状態・所得からその適用可否を判断している。

寡夫控除についてもデータ上の家族構成より所得税制に従って適用可否を判断した。医療

費控除は調査年１月の保健医療への支出（月額）が前年１年の支出金額を代表していると

仮定し、12倍することで年額とした上で計算している。 

社会保険料控除は、土居（2017）に記された推計方法に従って、医療保険・介護保険

（国民健康保険、全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）、健康保険組合、共済組

合、後期高齢者医療保険）、年金保険（国民年金、厚生年金、共済年金）、雇用保険につ

いて保険料負担を計算した。医療・介護保険は世帯構成員の就業状態、就業先の経営状態、

雇用形態等から加入保険を判断しており、回答者本人の所得及び他の世帯構成員の所得か

ら、回答者本人が被保険者か被扶養者かを被扶養者認定基準より判断し、被扶養者になる

場合は誰の扶養者になるかを検討して、保険料を推計した。 

税額控除は、住宅借入金等特別控除を適用している。課税総所得に対して、所得税の限

界税率表を適用し所得税負担額を推計し、ここから税額控除を差し引いて最終的な所得税

負担額とした。住民税についても同様に計算した。 

以上の分析方法にかなうデータが得られた世帯数は 5461 世帯（2012 年：1414 世帯、

2013 年：1388 世帯、2014年：1344世帯、2015 年：1315 世帯）となった。この分析対象と

なった世帯について、以下のように等価世帯可処分所得を求めた。 

 

・世帯収入（課税前所得）＝「勤め先の収入」＋「自営・事業・内職収入」＋「家賃・地

代収入」＋「仕送り金・受贈金の受け取り」＋「その他の収入」＋「公的年金」＋「企業

年金・個人年金」＋「失業給付・育児休業給付」＋「児童手当・児童扶養手当」＋「生活

保護給付」11 

・世帯可処分所得＝世帯収入−社会保険料負担額−所得税負担額−住民税負担額 

・等価世帯可処分所得＝
世帯可処分所得

√世帯員数

  

 

この際、各年の等価世帯可処分所得による 10 分位を用いその分位ごとに就業状態別に分

類を行った。回答者本人の就業状態別の各年世帯数は以下の通りである（表 18 参照）。 
 

 
11 退職金受取額についてはデータから勤続年数の情報が得られず税額が計算できないため世帯収入から

除外している。 
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表 18 回答者本人の就業状態別各年世帯数 

 
(筆者作成)         

ここで今回の分析で着目したい個人請負の各年の世帯数が少なく正確な分析を行うこと

が難しくなっており、2012 年から 2015年の間に大幅な税制改正がなされていないことか

ら、４年分全体についても等価世帯可処分所得による 10 分位を用いその分位ごとに就業

状態別に分類を行うこととした。 

第２項 分析結果 

各年の全体の等価世帯可処分所得分位別の等価世帯可処分所得及び世帯収入、社会保険

料負担額、社会保険料と世帯収入との比で求めた社会保険料負担率の平均値は以下の表の

通りである（表 19〜22 参照）。 

 

  

表 19 2012年 結果 

 
(筆者作成)      
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表 20 2013年 結果 

 
                          (筆者作成) 

 

表 21 2014年 結果 

 
                           (筆者作成) 
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表 22 2015年 結果 

 
                             (筆者作成) 

 

川出（2016）でも指摘されている通り、JHPS・KHPS のデータでは 400 万円未満の世帯が

集中していることが分かる。また土居（2016）で述べられているように国民生活基礎調査

の各年資料と比較すると国民生活基礎調査の方が、低所得者層をサンプルに拾っている傾

向にあるといえる。各年の等価世態可処分所得を比較すると、若干の変動はあるものの概

ね安定したデータであることが分かる。社会保険料負担率は逆進性が認められる。これに

ついては国民年金等定額分の負担があり低所得者層ほど定額分の負担が重くなっているた

めと考えられる。 

 次に各年の等価世帯可処分所得分位別の就業状態別社会保険料負担率平均値のグラフを

示す（表 23〜26参照）12。 

 

表 23 等価世帯可処分所得分位別の社会保険料負担率（2012 年・就業状態別） 

  
(筆者作成)       

 
12 個人請負についてはサンプル数が極めて少ないため、分位別で該当者がいない所得階級については線

でつないで折れ線グラフとすることとした。 



ISFJ2020 最終論文 
 

 

 

41 

 

表 24 等価世帯可処分所得分位別の社会保険料負担率（2013 年・就業状態別） 

 
(筆者作成)     

 

表 25 等価世帯可処分所得分位別の社会保険料負担率（2014 年・就業状態別） 

 
(筆者作成)       
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表 26 等価世帯可処分所得分位別の社会保険料負担率（2015 年・就業状態別） 

 
(筆者作成) 

 

個人請負については該当人数が少ないためばらつきが見られるが、全体的な傾向とし

て、どの就業状態についても逆進性が見られ、正規雇用と自営業の方が非正規雇用・個人

請負・非就業に比べて社会保険料負担率が高く、非正規雇用・個人請負・非就業は概ね同

程度の社会保険料負担率であるといえる。自営業よりも個人請負の社会保険料負担が低く

なっているのは、個人請負の方が世帯人員が少ないことのほか、所得が低く免除や減額が

認められている場合があることが考えられる。このことからも、比較の際に 2012〜2015

年の 4年分を合算したデータを用いても傾向を捉えるには支障がないと考えられる。そこ

で、以下に４年分の全体の等価世帯可処分所得分位別の等価世帯可処分所得及び世帯収

入、社会保険料負担額、社会保険料と世帯収入との比で求めた社会保険料負担率の平均値

及び、全体の等価世帯可処分所得分位別ごとに就業状態別に分類を行った等価世帯可処分

所得及び世帯収入、社会保険料負担額、社会保険料と世帯収入との比で求めた社会保険料

負担率の平均値を示す（表 27〜32参照）。 
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表 27 2012〜2015 年平均 結果 

 
(筆者作成)   

 

表 28 自営業 2012〜2015 年平均 結果 

  
(筆者作成)      
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表 29 正規雇用 2012〜2015 年平均 結果 

   
(筆者作成)      

 

表 30 非正規雇用 2012〜2015 年平均 結果 

 
(筆者作成)     
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表 31  個人請負 2012〜2015年平均  結果 

 
(筆者作成)       

 

表 32  非就業 2012〜2015 年平均 結果 

 
(筆者作成)       

 

等価世帯可処分所得、世帯収入ともに、平均値が最も高いのは正規雇用であり、個人請

負の方が非正規雇用よりも低いことが分かる。また個人請負については全体の等価世帯可

処分所得分位が低い方に集中する傾向が読み取れる。2012〜2015 年の等価世帯可処分所得

分位別の就業状態別社会保険料負担率平均値のグラフは以下の通りである（表 33参

照）。 
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表 33 等価世帯可処分所得分位別の社会保険料負担率（2012〜2015 年平均・就業状態

別） 

 
(筆者作成) 

 

社会保険料負担率についても各年別のデータと同じ傾向が得られた。以上で得られたデ

ータから、個人請負が新たに負担することのできる社会保険料額を推定する。 

第３項 雇用的個人請負業主への社会保険料負担額の試算 

まず個人請負について最も社会保険料を負担している正規雇用と同じ社会保険料負担と

した場合の、現状の個人請負の社会保険料負担額との差額を求める。全体の等価世帯可処

分所得分位別に、正規雇用と個人請負の社会保険料負担率の差を世帯収入に掛けて個人の

社会保険料負担額を計算し、そこに該当人数を掛けた数値を 10 分位分合計してサンプル数

の 89 人の合計社会保険料負担額を計算した結果、2571.23 万円となった。このサンプルが

日本全体の個人請負を代表したものと捉え、最新のフリーランス人口試算推計である内閣

官房日本経済再生総合事務局（2020）の本業フリーランス人口 214 万人に対して適用した

とすると 6182.52 億円の徴収となる。この値が個人請負に負担できる社会保険料の最大値

と考えることができるが、正規雇用では使用者にも負担を強いることで厚生年金保険や雇

用保険等に加入でき、労災保険については使用者が全額を負担することとなっているため、

同率の負担を強いる以上同等の恩恵を受けられる制度とする必要があることを考慮すると、

この負担額で全ての給付を賄うことは難しい。また非正規雇用については社会保険制度の

拡充が図られたとはいえ、現行制度の下では従業員規模が 500 人以下で労使合意がなされ

ていない就業者には厚生年金保険・健康保険が適用されないことから、平等性を考慮する

と被用者保険として適用されるものまで個人請負のみの保険制度に組み込むことは望まし

くないように思われる。 

 しかし、個人請負は自らが生産手段を必ずしも有しているとは限らず、労務提供に対す
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る対価として報酬を受け取って生計を立てており、自営業よりも収入が安定せず、自力で

民間保険に加入することが難しい。このことから、公的保険として労災や失業時に備える

ことのできる労働保険に変わる保険を創設する意義は認められる。そこで、仮に現状より

1％社会保険料負担率を上昇させ、前述の方法で本業フリーランス人口 214 万人に適用させ

ると 1139.87 億円の徴収となる。そこでまずは個人請負全員に対し業種ごとの労災リスク

に応じて 1〜2％の社会保険料負担率増加となるように社会保険料を徴収し、財源の２分の

１を国庫金から負担することで労働保険に代わる最低限の制度として導入すれば、個人請

負を対象とする社会保険制度の創設は可能であると考えられる。制度設計の詳細は次章に

て述べることとする。 
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第４章 政策提言 

第１節 政策提言の方向性 
 参入要因分析より、個人請負への参入は、高齢者の場合にはこれまでのキャリアの中で

スキルを蓄積してきた人材の参入ではなく、収入を確保するためにやむを得ず参入してい

る可能性が高いこと、若年・中高年の場合には不況期ほど参入確率が上がること、男性の

若年・中高年については学歴が低いほど参入しやすいこと、女性の若年・中高年について

は健康状態が悪いほど参入しやすいことが分かった。そのため、個人請負は不安定な就業

形態といえ、企業との間で弱い立場に置かれ不当な契約を結ばれるリスクや失業のリスク

と隣り合わせであり、労災を受けた場合には企業から使い捨てられる危険性が極めて高い

ことが明らかになった。 

 また高齢者男性の個人請負の行動変容分析から、企業が個人請負の社会保険料負担を行

うこととなった結果、賃金率を低下させた場合、ほとんどの者は個人請負を継続して選択

するものの、個人請負から離脱する者については自営業や非就業に移動しやすいことが分

かった。賃金率の大幅な低下が生じた場合、個人請負として就業していた者がより不安定

な状況に置かれるため、社会保険料負担を企業側に課すことは個人請負を保護するという

本来の目的を考慮し妥当とはいえないとの結論に至った。 

 そして社会保険料負担率の推定分析から、個人請負の場合、等価世帯可処分所得が低く

自力での民間保険への加入の促進が望めないこと、他の就業形態の社会保険料負担率と現

状の個人請負の社会保険料負担率を比較して個人請負の社会保険料負担額を現状より増加

させることが可能であるといえることから、公的保険を新設する意義と実現可能性が明ら

かになった。この結果を受けて、第１に個人請負が社会保険料を負担し加入を義務付けら

れる、新たな社会保険制度を創設することを提言する。 

 しかし本提言にあたり、実態としては雇用されているにも関わらず、企業が社会保険料

や最低賃金の保障といった負担から免れるために個人請負として契約を結んでいる労働者

については被用者と同様に社会保険の適用可否を判断すべきである。ただ、労基法・労契

法において労働者性の判断基準とされる使用従属性による基準は要件が複雑となっており、

企業が正確に「労働者」か否かの判断を行うのは難しいのが現状である。そこで本提言に

付随する提言として、労働者性の簡易的な判断基準の策定と本判断基準の企業に対する周

知を求める。 

 そして社会保険制度の構築と同時に、就業中にトラブルに巻き込まれる可能性も高いこ

とから就業中における対応も充実させることで、社会保険制度創設による個人請負という

就業状態からの離脱を余儀無くされた場合の補償のみならず、総合的なセーフティネット

の構築が可能となる。そこで、第２に個人請負に対する一元的な相談窓口の設置を提言す

る。 

 以上より、本稿では個人請負に向けた新たな社会保障政策として、１-１．個人請負を

対象とする社会保険制度の創設、１-２．労働者性の簡易的判断基準の策定と周知、２．

個人請負に対する一元的な相談窓口の設置の３つの政策を提言する（図８参照）。 
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図 8 政策提言の概要 

 
(筆者作成) 

第２節 政策提言 

第１項 政策提言 1-1：雇用的個人請負業主を対象とする社会保険

制度の創設 

１．政策提言の内容 

厚生労働省に対し、本業を個人請負とする者に対象を限定した社会保険制度の創設を求

める。当該制度の概要としては、雇用関係を前提とするために個人請負が加入できていな

かった労働保険を個人請負に向けて提供するものであり、個人請負は原則として強制的に

加入することとなる。具体的には、労働保険の中でも最も重要と考えられる、現行の労災

保険のうちの業務災害に関する保険給付と雇用保険のうちの求職者給付を行う最低限の保

険制度をまず導入し、徐々に給付対象を拡大させ社会保険料負担額を見直していくことで、

制度をニーズに応じて柔軟に変更できるものとする。なお副業として個人請負を行う場合

には本業での労働保険への加入により雇用保険に代わる部分が重複する恐れがあることと

財源を考慮し除外することとした。また厚生年金保険を含めず労働保険の内容に限定した

ことで、高齢者のように年金保険加入の恩恵を受けられない個人請負にも見合った制度と

なっている。 

   以下、給付対象となる範囲の案を、創設からの期間によって、創設期、定着期、充実期

の３段階に分けて提言する（図９参照）。 
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図 9  社会保険制度の給付対象 

 
(筆者作成) 

（１）創設期（〜創設から１年） 

①給付対象の内容 

 労災保険に代わる最低限の給付として、業務に起因して負傷・疾病・障害を負った場

合、死亡した場合について業務災害に関する保険給付を行う。療養補償給付、障害補償給

付、遺族補償給付のほか、休業補償給付についても給付することで業務を行えなかった分

の収入を補填する。労働者に対する休業補償給付では給付基礎日額として労働基準法の平

均賃金に相当する額が補償されるが、個人請負については複数の企業と契約を結んでおり

直前３ヶ月間に支払われた正確な賃金総額を把握することは困難であるため、前年分の確

定申告を参照して賃金総額を検討し１日あたりの賃金額を確定する。 

 また雇用保険に代わる最低限の給付として、失業者に対し求職者給付を行う。ここで個

人請負の失業とは、労働の意思と能力があるにも関わらず、企業から契約関係を打ち切ら

れ個人請負として生計を立てることが困難となった者とし、雇用保険の定義に準ずるが、

雇用保険では原則として離職前２年間に被保険者期間が通算して 12ヶ月以上あることと

される求職者給付要件については、個人請負の流動性と保険創設期に給付が受けられない

リスクを考慮し、離職前１年間に被保険者期間が通算して 3 ヶ月以上という要件に変更す

る。 

 なお制度の重複を避けるため、個人請負を一人親方・特定作業従事者としての労災保険

の特別加入制度、求職者支援制度の対象から除外することとする。 

  

②財源 

 個人請負に対し、社会保険料負担額が現状より１％〜２％の増加額となる範囲で、業種

ごとに現行の労災保険率の比率を参照し徴収する。また現行の労働保険についても国庫負

担の割合が一定額存在するため、制度の公平性を考慮し財源の 2 分の 1は国庫金から負担

する。国庫金については、求職者支援制度の財源のうちで国庫金から賄われていた部分の

一部を本制度に移すこととする。 
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（２）定着期（創設から２年目〜３年） 

①給付対象の内容 

 若年・中高年男性について教育年数が短いほど参入確率が上昇したことから、給付範囲

を教育訓練給付に拡大する。教育訓練給付の要件は雇用保険に準じる。また若年・中高年

の独身女性について健康状態が悪いほど参入確率が上昇したこと、個人請負は労働安全衛

生法の適用を受けず国民健康保険の健康診断より詳細に検査するためには健康診断を自費

負担で受ける必要があることから、健康診断の実施についても費用を本制度から支出し、

地方自治体と連携して受診を促す。 

 

②財源 

 基本的には創設期と同様であるが、労災や失業のリスクの高い業種を前年の適用状況か

ら検討し、保険率の見直しを行う。この際、給付範囲を拡大することとなるため保険率の

若干の引き上げを行う。また積立金として創設期の余剰を用いる。 

 

（３）充実期（創設から４年目〜） 

①給付対象の内容 

 若年・中高年の不本意参入の可能性がとりわけ高いことから、給付範囲を育児休業給

付・介護休業給付に拡大する。前年分の確定申告から賃金総額を検討し給付割合は雇用保

険に準じることとするが、情報通信業等在宅で完結し育児や介護の合間に行える業種もあ

ることから、育児・介護休業中の仕事継続による報酬額の割合に応じて減額する。 

 また雇用保険における雇用保険二事業では事業主が行う教育訓練への支援が行われてお

り、労働者が企業内でスキルアップのため職業訓練を受けられるようになっているが、個

人請負には気軽に職業訓練を受けられる機会がない。そこで個人請負が職業訓練を受ける

機会を国が地方自治体と連携して提供することで、自発的に行うことを求める教育訓練給

付以上に自らのスキルを高めるインセンティブを働かせる。 

  

②財源 

 定着期と同様、業種ごとの保険率の見直しと若干の引き上げを行う。また積立金として

創設期・定着期の余剰を用いる。 

２．政策提言により期待される効果 

現状として特別加入制度加入者を除き労働保険の保障が及ばない個人請負に対して労働

保険のうちの最低限の保障から徐々に労働者に対する労働保険に近い内容の保障へと制度

を転換させていくことで、労災や失業といったリスクに直面した場合の給付から予防まで

を、制度の周知と理解を得ながら個人請負の社会保険料の負担が重くなりすぎない範囲か

つ財源が持続可能な範囲で支援することができる。 

 政府側のメリットとしては、本制度の導入により個人請負に安心して参入できる環境整
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備が行えるため、個人が仕事の量を自由に選択できる新しい働き方として個人請負という

働き方を推進させ、少子高齢化に伴う労働者人口減少へ歯止めをかけられることが挙げら

れる。また健康診断の実施により労災予防のみならず広く疾病の予防につながることから

医療保険給付の削減が図れること、教育訓練給付や国としての職業訓練の機会提供を充実

させることで仕事の選択肢が広がり、失業予防のみならず、現状として低所得の傾向の強

い個人請負が所得を増加させることで税・社会保険料の徴収額の上昇に寄与することも期

待される。 

３．考えられる問題と実現可能性 

まず、自由な働き方として個人請負を選んだにも関わらず社会保険料負担額が上昇する

ことについて、既存の個人請負からの反発が考えられる。しかし個人請負は正規雇用や自

営業よりも社会保険料負担率が低く負担の余地が残されていること、個人請負が失業リス

クの高い就業状態であることから、著しい負担になるとは考えにくく、その後の制度の拡

充によりむしろ個人請負の誰もが恩恵を受けられる可能性が高い制度であるといえる。そ

こで本制度のビジョンを正確に周知し、要望があればニーズに合わせた制度変更を行って

いくことで理解を求めることで解決できると考えられる。 

 また、本業を個人請負とする者を正確に把握し管理することが困難という問題が挙げら

れる。これについてはマイナンバー制度を利用し雇用保険の加入状況と前年の確定申告内

容から判断するほか、個人請負となる際に地方自治体の行政窓口でのマイナンバー登録を

必須とし、企業に対して個人請負との契約においてマイナンバーの確認を徹底させること

で対応できると考える。もっとも、本制度への加入のメリットが大きいことが分かれば自

然と加入が促進されるため、本制度内容の周知の充実が求められる。 

 そして国庫金を用いるため、特定の就業形態にのみ恩恵を与える制度として広く国民一

般から不満が生じる可能性がある。しかし労働保険にも同様に国庫金は用いられている。

そのため、労働保険と平等な制度として国民一般にも理解を求めることで対応が可能とい

える。 

 以上より、広報を通じて国民に理解を広めることができれば実現可能性は高いであろう。 

第２項 政策提言 1-2：労働者性の簡易的基準の策定と周知 

１．政策提言の内容 

厚生労働省に対し、企業が労働者性を適切に判断できるようにすることで実態と契約形

式の乖離を防げるよう、労基法・労契法にいう「労働者」の簡易的判断基準を策定し、本

基準を企業に周知することを提言する。現状として労働法の判断基準は複雑であり、企業

が実際には「労働者」であるにも関わらず故意または過失により個人請負と判断し、契約

を結ぶ者もその判断の誤りに気づかず不当に社会保険制度から除外されている場合が考え

られる。また誤りに気付いたとしても紛争解決のために訴訟を提起するには手数料や弁護

士依頼費用など負担が大きいことから、泣き寝入りしてしまう恐れが高い。そこで「労働

者」か否かの判断に際し、最低限守るべき基準として「労働者」の簡易的判断基準を策定

し、企業及び企業と契約を結ぶ者に対して周知する必要が認められる。 

 以下に判断基準の案を掲載する（図 10参照）。 
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図 10 労働者性の簡易的判断基準 

 
(筆者作成) 

 

現行の判断基準から時間的・場所的拘束性の有無を除外したことで、実質的には事業組

織に組み込まれているにも関わらず、在宅等別の場所で勤務する人が不当に個人請負と判

断されることを避けることができる。要件①から事業者性の強い場合、本人に代わって他

の者が労務提供することが可能な場合については個人請負とされること、また要件③によ

り報酬の労務対償性に関する判断基準についても、業務中に指揮監督を受けなければ一定

時間の労務提供として対償性が認めらないことから、現行の判断基準に適合した基準とな

っている。 

２．政策提言により期待される効果 

 本基準によっても判断が難しい場合には使用従属性の基準を用い総合的に判断すること

として、本基準を最低限の判断基準として機能させることで、容易に導入することが可能

である。本基準により、実態としては雇用されている者については被用者保険と労働保険

が雇用者と同等に適用されるようになり、最低賃金法等労働基準法の適用を前提とする各

種法令の適用も受けるため、政策提言１による社会保険制度よりも手厚い保障を受けるこ

とができる。実態としては雇用されているにも関わらず個人請負となっている者について

は働き方の調整も困難であることから、多様な働き方を保障するための社会保険という本

制度の趣旨に合致せず、公平性の観点からも「労働者」として保護されるべきといえる。

本基準の策定と周知により企業が判断を簡易に行うことができ、契約締結者についても自

らが「労働者」と個人請負のどちらに該当するか判断できるようになることで、適切な

「労働者」保護を促すことができるであろう。 

３．考えられる問題と実現可能性 

企業が社会保険料負担を負いたくないために判断基準を遵守せず、実態では「労働者」

である者を個人請負と判断し続ける場合が考えられる。この場合には当該企業との契約締

結者が、判断基準に違反するとして政策提言２で述べる相談窓口に問い合わせ、事実関係

を確認でき次第当該企業に対し行政指導を行うことで、紛争解決機能を国が果たす必要が

認められる。特段の財源を必要としないことから、政策提言２と同時に行い実効性を確保

することで、効果の高い政策として実現が可能であると考えられる。 
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第３項 政策提言 2：雇用的個人請負業主に対する一元的な相談窓

口の設置 

１．政策提言の内容 

厚生労働省及び各都道府県労働局に対し、個人請負に対する一元的な相談窓口の設置を

要請する。「雇用類似の働き方係る論点整理等に関する検討会」では、雇用的個人請負の

一元的な相談窓口が存在しないという論点が挙げられている。雇用的個人請負業主は、企

業に対して立場が弱く、容易に契約を打ち切られる可能性が高いこと、不当な賃金を提示

されるなど働く上で企業とのトラブルも多いとされる。現状では、雇用的個人請負の相談

窓口は分散的であり雇用的個人請負業主のための公的な相談窓口は存在しない。公的な相

談窓口が存在しない背景として、雇用的個人請負業主の労働者に対する比率が低いことや、

人手不足が深刻であること、個人請負業主の把握が十分になされていないことが考えられ

る。 

そこで関連省庁と協力の下、個人請負に対する一元的な相談窓口を設け、労働保険では

カバーしきれない就業中のトラブルへの対処を可能とすることで、個人請負という就業状

態の総合的なセーフティネットを構築することを求める。対面での相談の他、電話相談、

チャット相談など幅広い相談形式に対応することで、不当な扱いを受けた個人請負が気軽

かつ迅速に相談できる仕組みを整えることが望ましいだろう。 

２．政策提言により期待される効果 

個人請負のための公的な相談窓口を設置することには、①個人請負の実態把握、並びに

エピソード重視の個別的な対応が可能、②コロナ禍など緊急時における制度変更、支援等

の認知の高まり、③立場の弱い個人請負と企業とのトラブルを公的な立場から仲裁が可能、

などの利点が挙げられる。①については、雇用的個人請負の労働者性が個々のケースごと

に検討されていることと関連する。公的な相談窓口が存在することでこれまでよりも個別

的な対応をすることが可能となるだろう。②については、周(2020)がコロナ禍において雇

用的個人請負業主の生活困窮者支援事業に対する申請者割合が低いことを指摘している。

公的な相談窓口の設置により、こうした支援の実質的な申請割合も上昇する可能性は高く、

公的機関が媒介となり、雇用的個人請負業主間のコミュニティや繋がり、支援の輪を広げ

ることも可能と考えられる。③については、潜在的に立場の弱い個人請負業主のトラブル

を未然に防ぐことが出来る点で有益である。現状の制度では、トラブルが起こった後の対

応となっている可能性が高く、潜在的に立場が弱いという点が十分に考慮されていないと

思われる。 

３．考えられる問題と実現可能性 

不当な扱いを受けた個人請負が窓口に相談し、それを受けて行政が企業に対し行政指導

等何らかの措置を行った場合に、当該個人請負が企業から契約打ち切りなど報復を受け実

効性が保たれない場合が考えられる。このような場合には、個人請負が再度相談すること

で行政が企業との間を取り持ち紛争解決につなげること、また悪質な場合には当該企業を

リスト化して公表し個人請負が契約締結に際して参考にできるようにすることが求められ

る。 

 現在ある各都道府県労働局の活用により制度構築ができるため実現可能性は高く、以上
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の対応により実効性も確保されるといえる。 

 

第３節 政策提言まとめ 
今後も増加が見込まれる個人請負に対する総合的なセーフティネットを我が国において

も構築するため、分析結果を踏まえ、第一に個人請負対象の社会保険制度の創設を提言し

た。そして本制度の対象を限定し効果を適切に及ばせるために、企業及び企業と契約を結

ぶ者が労働者性についての判断を容易に行えるようにすべく、労働者性の簡易的判断基準

の策定を提言した。以上により個人請負に対する労災・失業への補償と予防が図られる。

第二に就業中の企業とのトラブルを解決と防止を図るため、個人請負に対する一元的な相

談窓口の設置を提言した。これらの施策により個人請負に対して安心して参入、業務遂行

することが可能となる。その結果、本稿のビジョンである「多様な働き方の真の実現」が

達成され、非就業である者の参入、個人請負の業務遂行が促進されることで、労働生産性

の向上にも寄与すると考えられる（図 11参照）。 

 

図 11 本提言により達成されるビジョン 

 
(筆者作成) 
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おわりに 
本稿では、近年増加している個人請負という働き方について、我が国においてもセーフ

ティネットを構築し、政府の推奨する「多様な働き方」を本質的に保障することを目的と

して、制度設計の内容について参入要因分析から検討し、社会保険料の企業側の負担の可

能性については労働供給側の行動変容分析から、個人請負側の負担の可能性については現

状の社会保険料負担率推定から判断した。 

政策提言では上記の分析結果を踏まえ、主に２つの提言を行った。 

 しかし本稿では、参入要因分析において、男性・独身女性については低スキル人材が不

本意に参入するとの仮説が全ての世代について採択されたため、既婚女性についても同様

であることが考えられるが、既婚女性は本業と副業の識別が難しいことから実証できてい

ない。また行動変容分析についても、高齢者に限定して分析を行っており、より低スキル

であることが明らかであるため若年・中高年についても同等以上の結果が得られると考え

られるものの、実証できていない。この２点は今後の研究課題といえる。 

本稿の執筆にあたり、慶應義塾大学パネルデータ設計・解析センターよりデータ提供の

ご協力をいただいた。ここに感謝の意を表する。 

最後に、本研究が個人請負への社会保障政策の検討に貢献し、多様な働き方の真の実現

がなされることで、誰もが安心して働ける社会が到来することを願い、本稿の締めとする。 
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表 E  

 
（筆者作成） 

 

表 F 

（筆者作成） 
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表 G 

（筆者作成） 

表 H 

 
（筆者作成） 
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表 34 55 歳未満男性労働者 誘導型多項ロジット分析 限界効果 

（筆者作成） 
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表 35 55 歳以上男性労働者 誘導型多項ロジット分析 限界効果 

    （筆者作成） 

 

 

 



ISFJ2020 最終論文 
 

 

 

63 

表 36 55 歳未満独身女性労働者 誘導型多項ロジット分析 限界効果 

（筆者作成） 
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表 37 55 歳以上独身女性労働者 誘導型多項ロジット分析 限界効果 

（筆者作成） 
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表 38 55 歳以上男性労働者 賃金関数推定 

（筆者作成）   
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表 39 55 歳以上男性労働者 条件付き多項ロジット分析 

 
（筆者作成） 
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